
(財)財務会計基準機構会員  

 

平成 20 年 11 月 13 日 

各 位 

会 社 名    千歳電気工業株式会社 

代表者名    代表取締役社長 原  洋二 

(コード番号  １９３８ 東証・第二部) 

問合せ先          総務部長 貝山 直行 

( TEL．０３－３９１７－８１５１) 

 

会 社 名    保安工業株式会社 

代表者名    代表取締役社長 榊原 秀機 

(コード番号  １９５７ 東証・第二部) 

問合せ先 取締役経営管理部長 沼崎  良平

( TEL．０３－３２７１－４８５５) 

 

千歳電気工業株式会社と保安工業株式会社の 

合併契約締結に関するお知らせ 

千歳電気工業株式会社(以下、｢千歳電気工業｣といいます)と保安工業株式会社(以下、｢保

安工業｣といいます)は、本日開催の両社取締役会において、株主総会の承認決議等所要の

手続きを経た上で、平成 21 年４月１日を期日（予定）として対等の精神で合併（以下、「本

合併」といいます）することを決議し、合併契約を締結いたしましたのでお知らせいたし

ます。なお、本合併が臨時株主総会で承認された場合、保安工業の株式は、平成 21 年３月

26 日をもって上場廃止となる予定であります。 

 

１．合併の目的 

建設企業を取巻く経営環境は、公共工事の減少等によりここ数年極めて厳しくなっ

ております。また公共工事の調達システムにおいても総合評価入札方式導入等の大き

な変革が行われ、受注を巡る企業間の競争はますます激しくなり、建設企業各社は激

変する環境への迅速な対応が求められています。 

千歳電気工業は鉄道電気設備工事、屋内外電気設備工事、送電線設備工事を主たる

事業として、保安工業は、鉄道信号設備工事、道路施設工事、電気通信設備工事を主

たる事業として、それぞれ全国エリアで事業展開をしておりますが、近年、信号設備

を含む鉄道電気設備工事が増加しており、両社ともに同分野が事業の中核になってお

ります。今後とも鉄道分野の受注増加が期待されることから、鉄道電気設備工事の体

制強化が事業発展の要になっています。 

このため、鉄道の強電部門が主体の千歳電気工業と、信号部門が主体の保安工業が

合併し、鉄道電気工事体制を補完、強化し、総合力の向上を図ることにより日本有数

の総合鉄道電気工事部門の確立を目指し、鉄道事業における競争力の一層の強化を図

ることといたしました。 

また、両社の合併により、経営の合理化・効率化の徹底と企業規模の拡大による収

益力の強化を図るとともに、総合電気設備工事会社として将来必要な人材の確保・育

成の充実を目指して参ります。 
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２．合併の要旨 
（１）合併の日程 

両社の合併決議取締役会    平成 20 年 11 月 13 日 

両社の合併契約締結    平成 20 年 11 月 13 日 

両社の臨時株主総会基準日公告   平成 20 年 11 月 14 日 

両社の臨時株主総会基準日    平成 20 年 11 月 30 日（予定） 

両社の合併承認臨時株主総会   平成 21 年 １月 23 日 (予定) 

保安工業の株式上場廃止日       平成 21 年 ３月 26 日（予定） 

合併の予定日(効力発生日)    平成 21 年 ４月 １日 (予定) 

合併登記日        平成 21 年 ４月 １日 (予定) 

 

（２）合併の方式 

千歳電気工業と保安工業は対等の精神で合併いたしますが、合併の手続上、千歳電

気工業を存続会社とする吸収合併方式を採用することとし、保安工業は解散し上場

廃止となります。 

 

（３）合併比率 

会社名 千歳電気工業 保安工業 

合併比率 １ １ 

 

①合併に係る割当ての内容 

 保安工業の普通株式１株に対して、千歳電気工業の普通株式を１株割当て交付い

たします。ただし、保安工業が保有する自己株式（平成 20 年９月 30 日現在：25,178

株）並びに千歳電気工業が保有する保安工業株式（平成 20 年９月 30 日現在：

106,000 株）への割当て交付は行いません。 

 

②合併により発行する新株式数（予定） 

 普通株式 10,868,822 株 

 ただし、千歳電気工業が保有する自己株式（平成 20 年９月 30 日現在：787,844

株）を合併により発行する新株式数の一部に充当することを現在検討しており、

この結果、上記の発行株式数に変更が生じる可能性があります。 

 

（４）剰余金の配当 

    保安工業は、平成 21 年３月期の期末配当に代えて、平成 21 年３月 31 日の最終の

株主名簿又は実質株主名簿に記載もしくは記録のある株主又は登録株式質権者に

対し、１株につき９円を上限とする配当を行う旨の決議を、平成 21 年１月 23 日

開催予定の臨時株主総会に、本合併契約の承認決議案と併せて上程する予定です。 

 

（５）合併に係る割当ての内容の算定根拠等 

   ①算定の基礎 

    千歳電気工業及び保安工業は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって公

正性を期すため、千歳電気工業は大和証券 SMBC 株式会社（以下、「大和証券 SMBC」

といいます）を、保安工業は株式会社みずほ銀行（以下、「みずほ銀行」といいま

す）をﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰとして任命し、それぞれ合併比率の算定を依頼し、それ

ぞれの算定機関より「合併比率算定書」を受領しております。両社は、合併比率

算定書における算定結果を参考として、協議を重ねた結果、最終的に上記合併比

率が妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 
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   ②算定の経緯 

    千歳電気工業は大和証券 SMBC に、保安工業はみずほ銀行に合併比率の算定を依頼

しました。 

    大和証券 SMBC は、本合併における算定手法を検討した結果、千歳電気工業及び保

安工業がいずれも上場会社であり、市場株価が存在していることから市場株価法

を採用し、また多面的な評価を行うため、ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ・ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ法（以下、「DCF 法」

といいます）を採用し、合併比率の分析・評価を実施しています。 

 

みずほ銀行は、本合併における算定手法を検討した結果、両社株式に市場株価が

存在することから市場株価法による算定を行うと同時に、DCF 法及び修正簿価純

資産法を採用し、合併比率の分析・評価を実施しています。 

 

大和証券 SMBC による合併比率の算定結果の概要は以下のとおりです。 

算定方法 
合併比率 

（千歳電気工業＝1.00） 

市場株価法 0.73～0.78 

DCF 法 1.33～1.42 

（注）市場株価法においては、平成 20 年 11 月 10 日を算定基準日として、算定基準

日から１ヶ月間、３ヶ月間、及び６ヶ月間の出来高加重平均株価を採用いたしまし

た。 

 

なお、大和証券 SMBC は、合併比率の算定に関して、両社から提供を受けた情報及

び公開情報が正確かつ完全であること、合併比率の算定に重大な影響を与える可

能性がある事実で大和証券 SMBC に対して未開示の事実はないこと等の種々の前

提を置いており、かつ、個別の資産・負債については独自の評価又は査定を行っ

ておりません。また、両社の財務見通しについては、両社により得られる最善の

予測及び判断に基づき合理的に準備・作成されたことを前提としております。大

和証券 SMBC の算定は、平成 20 年 11 月 10 日現在までに入手された情報と当該時

点までの経済情勢を基礎としたものです。 

 

みずほ銀行による合併比率の算定結果の概要は以下のとおりです。 

算定方法 
合併比率 

（千歳電気工業＝1.00） 

市場株価法 0.7386～0.7919 

DCF 法 1.4956～1.9112 

修正簿価純資産法 1.8476 

（注）市場株価法においては、平成 20 年 11 月 10 日を算定基準日として、算定基準

日の株価終値及び遡る１ヶ月間、３ヶ月間、６ヶ月間の株価終値単純平均を採用い

たしました。 

 

なお、みずほ銀行は、合併比率の算定に関して、両社から提供を受けた情報及び

公開情報が正確かつ完全であること、合併比率の算定に重大な影響を与える可能

性がある事実でみずほ銀行に対して未開示の事実はないこと等の種々の前提を置

いており、かつ、個別の資産・負債については独自の評価又は査定を行っており

ません。また、両社の財務見通しについては、両社により得られる最善の予測及

び判断に基づき合理的に準備・作成されたことを前提としております。みずほ銀

行の算定は、平成 20 年 11 月 10 日現在までに入手された情報と当該時点までの経

済情勢を基礎としたものです。 
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③算定機関との関係 

算定機関である大和証券 SMBC 及びみずほ銀行は、いずれも千歳電気工業又は保 

安工業の関連当事者には該当いたしません。 

 

（６）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

    該当事項は、ありません。 

 

 
３．合併当事会社の概要(平成 20 年３月 31 日現在) 
  

（１） 商 号 千歳電気工業株式会社 保安工業株式会社 

（２） 事 業 内 容 

鉄道電気設備工事、屋内外電気

設備工事、送電線設備工事 

鉄道信号設備工事、道路施設工

事、電気通信設備工事、道路施

設・交通安全用品販売 

（３） 設 立 年 月 日 昭和 32 年４月８日 昭和 17 年３月 30 日 

（４） 本 店 所 在 地 
東京都北区西ヶ原一丁目52番10

号 

東京都中央区日本橋本石町三丁

目２番４号 

（５） 代表者の役職・氏名 
代表取締役社長 

原 洋二 

代表取締役社長 

榊原 秀機 

（６） 資 本 金 880 百万円 550 百万円 

（７） 発 行 済 株 式 数 1,560 万株 1,100 万株 

（８） 純 資 産 
（連結） 7,546 百万円 

（個別） 7,229 百万円 

（連結） 8,237 百万円 

（個別） 7,972 百万円 

（９） 総 資 産 
（連結）22,171 百万円 

（個別）21,724 百万円 

（連結）22,135 百万円 

（個別）20,796 百万円 

（10） 決 算 期 ３月 31 日 ３月 31 日 

（11） 従 業 員 数 
（連結）650 名 

（個別）580 名 

（連結）594 名 

（個別）468 名 

 

 

 

(12) 

 

 

 

主 要 取 引 先 

・東日本旅客鉄道（株） 

・東北電力（株） 

・（独）鉄道建設・運輸施設整備

支援機構 

・大阪市交通局 

・その他 

・東日本旅客鉄道（株） 

・（独）鉄道建設・運輸施設整備

支援機構 

・首都高速道路（株） 

・成田国際空港（株） 

・北海道開発局 

・その他 

（13） 大株主及び持株比率 

東日本旅客鉄道(株) 15.1% 

千歳従業員持株会  8.2% 

住友電気工業(株)  6.8% 

千歳取引先持株会  5.6% 

自己株式  5.0% 

(株)三菱東京 UFJ 銀行  4.7% 

日本電設工業(株)  4.3% 

東日本旅客鉄道(株)  15.1% 

(財)鉄道弘済会  8.8% 

ﾄｰｸﾞ安全工業(株)  5.9% 

日本信号(株)  4.5% 

日本電設工業(株)  3.5% 

(株)みずほ銀行  3.4% 

大同信号(株)  3.3% 

（14） 主 要 取 引 銀 行 

（株）三菱東京 UFJ 銀行 

（株）みずほ銀行 

（株）りそな銀行 

（株）三井住友銀行 

（株）みずほ銀行 

（株）三菱東京 UFJ 銀行 

（株）りそな銀行 

（株）三井住友銀行 
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資 本 関 係
千歳電気工業は保安工業の株式を 0.96%所有 

保安工業は千歳電気工業の株式を 0.97%所有 

人 的 関 係 該当ありません。 

取 引 関 係 該当ありません。 （15） 当事会社間の関係等 

関連当事者へ

の 該 当 状 況

該当ありません。 

(注)なお、東日本旅客鉄道（株）については、千歳電気工業及び

保安工業の関連当事者であります。 

 
 
４．最近３年間の業績(連結)  

     （単位：百万円） 
 千歳電気工業株式会社 保安工業株式会社 

決算期 18 年３月期 19 年３月期 20 年３月期 18 年３月期 19 年３月期 20 年３月期

売上高 22,685 23,903 26,371 18,696 19,805 24,352

営業利益 303 1,155 1,147 574 810 1,528

経常利益 368 1,232 1,242 503 773 1,517

当期純利益 227 659 756 172 371 917

1 株当り当期純利益(円) 13.97 44.47 51.07 13.89 33.88 83.55

1 株当り配当金（円） 7.5 9.0 8.5 7.5 7.5 9.0

1 株当り純資産（円） 473.24 498.20 509.11 679.00 703.23 750.57

 

 
５．合併後の状況 
 
(1)商号 日本リーテック株式会社 

(2)事業内容 
鉄道電気設備工事、屋内外電気設備工事、送電線設備工事、道路施

設工事、電気通信設備工事、道路施設･交通安全用品販売 

(3)本店所在地 東京都北区西ヶ原一丁目 52 番 10 号 

(4)代表者の役職･氏名 
代表取締役会長 榊原 秀機 現）保 安 工 業  代表取締役社長

代表取締役社長 原  洋二 現）千歳電気工業 代表取締役社長

(5)資本金 1,430 百万円（予定） 

(6)純資産 未定（現時点では確定しておりません。） 

(7)総資産 未定（現時点では確定しておりません。） 

(8)決算期 ３月 31 日 

(9)会計処理の概要 

  本合併に関する会計処理は企業結合会計基準における「取得」に該当いたします。 

  なお、本合併により「負ののれん」が発生する見込みですが、その金額及び償却年数等に

ついては現時点では確定しておりませんので、確定次第お知らせする予定です。 

 

(10)今後の見通し 

  本合併による千歳電気工業と保安工業の両当事会社についての平成21年3月期決算に与え

る影響は、確定次第速やかにお知らせいたします。 

 

(11)上場証券取引所 

  合併後の新会社は、存続会社である千歳電気工業の上場取引所である東京証券取引所市場

第二部への上場を継続する予定としております。 

 

以  上 
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